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先住民・種族民の権利保護において教育の果たす役
割について国際労働法である ILO169 号条約に沿って
検討する。先住民・種族民の権利保護は非常に多岐に
わたる検討課題であるが，ここでは先住民・種族民教
育の観点からその可能性を考える。
先住民の不利益な地位は，教育の質が欠けるところ
に起因する部分が大きい。先住民の児童の多くは教育
を受ける権利を奪われている。先住民の就学年数は一
般の住民よりもはるかに少なく，先住民児童の教育に
あたる教員は経験が足りずその教育の程度も低く，民
族言語による教育ができない。先住民教育の質の欠如
が最大の問題となっている。一方で，学校教育は国家
の先住民に対する同化政策の中核的な役割を果たし，
その文化と言語そして生活様式を根絶やしにしてき
た 1）。
教育は，先住民の最も配慮すべき事柄，権利のうち
文化と言語という二つまでも担うことのできる優れた
手段である 2）。また，先住民・種族民の児童が児童労
働の被害を受ける事例はきわめて多い。この面でも教
育へのアクセスとその質の確保は肝要であり，権利に
もとづくアプローチが求められている 3）。
1．ILO169 号条約
教育の領域における ILO169 号条約の適用にあたっ
ては，教育権の個別的及び集団的側面，先住民児童の
教育の質，教育を通じた差別と偏見の除去，など留意
すべき事項が少なくない。
1）ILO169号条約26条及び27条
ア）教育権の個別的及び集団的態様
国際人権法において教育は基本的人権のひとつであ
る。個別的な教育権は，児童の権利宣言及び世界人権
規約が認めている。だが，個人の教育権だけでは十分
ではなく，先住民には集団としての教育に対するニー
ズに沿った権利がある。ILO169 号条約 26 条及び 27
条は，個々の先住民の特殊なニーズを考慮に入れた集
団的な教育に対する権利を，個人の平等な教育に対す＊専修大学商学部教授
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る権利とともに重視している 4）。
イ）基本的な考え方
ILO169 号条約 26 条及び 27 条は，同条約の基本的
な哲学を反映している。先住民の権利を保護し促進す
ることを通じて，その独自の文化，生活様式，慣習，
伝統を維持し，発展させるとともに，先住民の自己認
識，社会組織を全体社会の一部として存続させる権利
を認める。同条約 26 条は，他の国民と同様の立場で
すべての階層の教育を受ける機会を保障する施策をと
るとしている。
ウ）教育の計画
同条約 27 条 1 項は，先住民に対する教育の計画と
内容はそのニーズを踏まえたもので，彼らの協力の下
に開発，実施され，その歴史，知見，技術，価値体系
さらに社会，経済及び文化に対する先住民の意向も組
み入れられる。ここでは教育計画が先住民の将来に対
する意向を反映したものでなければならないことを強
調している。教育は先住民の意向と優先度に沿って社
会を発展させる可能性を持った重要な施策として位置
づけられている。
エ）権限の委譲
同条約 27 条 2 項は教育及び訓練の実施権限を段階
的に先住民に委譲するための適切な措置をとることを
求めている。同 3 項では独自の教育機関を設置する権
利を認め，その財源も措置されるものとしている。先
住民が教育機関を設置し独自の公教育を実施すること
を認めているが，一方で，国家の教育のベーシックな
基準に沿うことも求めている 5）。
2）ILO169号条約28条及び29条
先住民文化の持続的発展を達成するために教育は欠
くことのできないものである。ILO169 号条約は先住
民に対する教育の質と内容についても規定している。
知的で多言語による教育の基本的な原則は同条約に
沿ったものである。差別と軽視を克服するために積極
的に社会参加する上で知識の習得が不可欠であるが，
なかでも権利の理解と国内言語の習得が重要である。
ILO169 号条約 28 条及び 29 条は以下のような規定を
おいている。
・ILO169 号条約 28 条 1 項　先住民種族民の児童は，
実行可能であれば，その独自の言語または集団内で
最も一般的に使われている言語で読み書きを教えら
れるべきである。これを実行できない場合は，権限
を持つ当局はこの目的の達成手段を確立する観点か
ら先住民との協議をしなければならない。
・同 2 項　先住民種族民が当該国の言語または公用語
のひとつを流暢に使えることができるようにする機
会を保障しなければならない。
・同 3 項　先住民種族民の言語の発展とその使用が確
保され促進されるための措置がとられるべきであ
る。
・同 29 条　先住民種族民の児童が，完全かつ平等に
彼らの共同体と国の社会に参加することを支援す
る，一般的な知識と技能の共有は先住民種族民の児
童に対する教育の目標のひとつでなければならな
い。
ILO169 号条約 28 条，29 条の規定は，先住民種族
民に対する知的で多言語による教育の必要性を反映し
たものであり，その教育は文化と言語の多様性を尊重
したものであって，民主主義と寛容そして人権の進歩
を促進する手段である 6）。
ア）一般的な知識と技能へのアクセス
一般的な知識と技能へのアクセスをになう教育には
二つの意義がある。一つは，文化的な多様性に関する
様々な課題についての相互的な学習の促進であり，も
う一つは，国の社会と共同体の形成にすべての集団の
参加を保障することである。とくに都市化や経済のグ
ローバル化が進むなかで，就労をめぐって労働市場の
厳しい競争に晒されている先住民にとって，国の社会
に広く参加するために必要とされる知識と技能に関す
る教育にアクセスできることは重要である 7）。
イ）言語の権利
多くの国々は，憲法や法令の規定のなかで，言語の
権利について定めている。だが，これらの規定が教育
の場で活かされることは余りない。国の社会において
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複数言語，多言語が尊重され使用されることは，少数
言語の消滅の危機を回避するために有効である。しか
し，現実には大きな言語集団のなかで少数言語が力を
与えられることはなく，単一言語の使用が好ましいと
一般に考えられている 8）。
3）ILO169号条約30条及び31条
ILO169 号条約は，伝統的な教育を否定することな
く，対話の深化を通じたエンパワーメントによって，
差別と偏見の克服を目指している。同条約 30 条は，
各国の政府が先住民の伝統と文化に沿った形で，労
働，経済活動，教育，保健，福祉などのこの条約から
引き出される権利について，彼らに周知させる手だて
を講じなければならないと規定している。
同条約 31 条では，先住民に対する偏見を除去する
ための教育的措置をとるものとし，この目的のために
歴史教科書やその他の教材が先住民の社会や文化を公
正かつ適正に記述するよう務めるものとしている。
先住民の共同体の発展及び，国の社会への参加と貢
献を可能にする彼らの組織能力に関する意識の高揚と
生活技能の訓練はとくに重要である。また知的な対話
と教育は多文化社会における摩擦を回避し軽減する上
で大きな潜在力を持っている。一方で，多くの先住民
の組織は弱体で力を削がれており，権利の促進と実現
にあたって期待されている役割を十分には果たしてい
ない 9）。
2．国際文書
国際機関等において決議された宣言・勧告・一般意
見などの国際文書は，各国の先住民族に対する権利保
護の諸施策の大きな拠り所となっている。
1）『先住民族の権利に関する国際連合宣言』
2007 年 9 月に採択された「先住民族の権利に関す
る国際連合宣言」は，14 条において先住民が独自の
教育制度及び施設を設立し管理する権利を以下のよう
に確認している 10）。
・14 条 1 項　先住民はその文化に合致した教授及び
学習の方法に適った独自の言語による教育を行なう
制度と機関を設置し運営する権利を持つ。
・同条 2 項　先住民の個々人とくに児童は差別される
ことなくすべての形態と段階の教育を受ける権利が
ある。
・同条 3 項　国は先住民と協力して，その個々人とく
に児童のために，その共同体を離れて生活する者も
含めて，必要な場合，先住民の言葉で独自の文化に
沿って行なわれる教育を受けられるよう適切な措置
をとる。
同宣言 15 条では，教育に対する権利及び偏見と差
別の除去に関して次のように定めている。
・15 条 1 項　先住民はその文化，歴史，伝統及び意
欲の尊厳と多様性が教育と公報のなかで適切に反映
される権利を持つ。
・同条 2 項　国の政府は先住民と協議し協力の上で，
偏見と闘い，差別を除去し，すべての人々が忍耐と
相互の理解の下で，良好な関係を促進するための効
果的な施策を採らなければならない。
2）『文化の多様性に関する世界宣言』
ユネスコの「文化の多様性に関する世界宣言 11）」
は，多言語による教育を通じて先住民の言語と，国の
言語の能力をともに高めて行くことを訴えている。言
語の危機に晒されている少数派の先住民は，教育の面
でも大きな不利益を受けており，多言語による教育の
必要性が高い。
3）『万人のための教育宣言』
ユネスコの「万人のための教育 12）（EFA）」の取組
みでは，すべての人々の学習の要求に応えるために次
の六つの目標 13）を定めている。
1．早期に児童に対する福祉と教育を拡大する。
2．無料の初等義務教育をすべての人々に提供する。
3．若年者及び成人の生活技能の習得を含めた学習
要求に応える。
4．成人とくに女性の識字率を 50％改善する。
5．教育における男女の格差を解消し平等を実現す
る。
6．教育のすべての面での質の改善を確保する。
「万人のための教育」の取組みでは，不利益を受け
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やすい先住民の児童にとくに焦点をあてた対応の必要
性を認めている。ここでは，独自の言語の使用ととも
に必要とされる他の言語についても考慮され，地域環
境に応じた日常生活に活用できる知識や技能もとり入
れた適切な教育課程が考慮される 14）。
4）『先住民児童の権利に関する勧告』
国連の児童の権利委員会は，先住民の積極的な参加
の下に彼らの文化の独自性，歴史，言語，価値に対す
る誇りを育むための教材と教育課程について，見直し
を勧告 15）している。同勧告は，先住民の児童が，読
み書きを独自の言語またはその属する集団の使用して
いる一般的な言語を用いて，その属する国家の国語と
同様に教育を受ける権利があることを認めている。こ
の勧告は，ILO169 号条約 28 条 1 項を反映したもので
あり，同委員会は，各国が先住民社会出身の教員を増
やし，資金，人材，物資の面で効果的な先住民教育の
政策を立案することを求めている 16）。
5）『先住民児童の権利に関する一般意見11号』
国連児童の権利委員会は，2009 年 1 月に先住民児
童の権利に関する一般意見 11 号 17）を採択し，その中
で教育の権利の二側面を強調している。先住民児童の
教育は広い社会への参加を通じて個人と共同体の両方
の発展に貢献する。先住民児童に対する良質な教育は
経済・社会・文化の面での権利の行使と享受を容易に
する個人の利益のみにとどまらず，共同体にも利益を
もたらす。児童の市民的権利を行使する能力の高まり
は，先住民の保護を促す政治過程にも影響を与えるこ
とが期待できる。教育は先住民のエンパワーメントと
自己決定にとって不可欠の手段であるとしている。
3．先住民文化言語の衰退
世界中に存在する言語の 96％が全人口の 4％の人々
によって使用されており，現存する約 6700 の言語の
うち半数以上が消滅の危機に瀕し，またアフリカの言
語の 8 割はつづりを持たないままになっている 18）。
言語の危機に晒されている先住民の集団は，特別の
施策の対象とされ，その存在が明確にされるべきであ
り，多言語教育を施し，先住民言語の保存に役立てる
ため必要な場合には，正書法，文法，語彙ならびに教
材の開発などに取り組む教育計画が求められる 19）。
1）グリーンランド
ア）教会学校法
イヌイットに対する学校教育はデンマークによる植
民とともに移植され，その目的のひとつがキリスト教
の布教であった。伝道師たちは，彼らが聖書を読める
ようにすることに尽力した。遠隔地の集落を含むグ
リーンランドの全住民に初等教育を実施するための法
的な枠組みが教会学校法であり，初めての公学校がグ
リーンランドに設置されたのは 1905 年のことであっ
た。公学校の教育課程には宗教，グリーンランド語，
数学などが含まれ，訓練を受けた伝道師が教育に従事
した。彼らは学校教育と併せて教会の職務も遂行し
た 20）。
イ）1925 年行政法
デンマークは 1925 年，グリーンランドに行政法を
施行し，7 歳から 14 歳までの児童を対象とする義務
教育を導入した。ここからデンマークの言語，文化，
歴史に関する教育がイヌイットの児童に対して行なわ
れるようになった。デンマーク語が教授用言語とな
り，デンマーク語を使った指導が始まり，デンマーク
の規範と伝統の影響をイヌイットの児童は強く受ける
ようになった 21）。
ウ）歴史的背景と現況
300 年にわたる入植の時代を通じてデンマーク文化
はグリーンランドに限られた影響しかもたらさなかっ
た。それは地理的に本国から遠く，寒冷な厳しい気候
とが相まって，入植者の数を少数に制限してきたから
である。デンマークとグリーンランドの間では，言
語，文化，心性，生活様式などの根本的な相違が，両
者の同化を妨げてきた。一方で，グリーンランド語の
正書法の整備，言語による記録と体系化，学校の開
設，教員養成所の設置などの重要性は初期の入植者ら
によっても理解されていた。イヌイットの言語に対す
る強い愛着は，彼らのアイデンティティーにおいて死
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活的な重要性を持っている 22）。
2）アイヌの言語と文化の衰退
少なくとも中世末期以降の歴史のなかで，アイヌは
当時の和人との関係において列島北部周辺とりわけ北
海道に先住していた。アイヌには民族としての帰属意
識が流れており，民族としての誇りや尊厳のもとで言
語や伝統文化の保持，継承そして研究に対する努力が
なされており，引き続き民族としての独自性を保って
いる。アイヌ文化は自然との関わりが深く，自然との
共生を自らのアイデンティティーの重要な要素として
いる。アイヌ文化を活かし，発展させることは文化の
多様さ，豊かさの証となる。アイヌが自然との関わり
のなかで育んできた豊かな智恵は広く共有されるべき
である 23）。
近世，松前藩の成立による自由な交易の制限，場所
請負制の下での拘束と収奪が進むなかで，アイヌの社
会や文化が破壊され，人口も激減した。近代において
は同化政策が進められ，伝統的な生活を支えてきた狩
猟漁撈が規制され，アイヌ語の使用を初め伝統的な生
活慣行の保持が制限され，アイヌの社会や文化は決定
的な打撃を受け，アイヌは差別され貧窮を余儀なくさ
れた 24）。
明治元年には北海道人口はアイヌ民族を含めて 8 万
人程度であり，和人は道南の渡島半島を中心に住んで
おり，一方，アイヌ民族の多くはそれ以外の地域に住
んでいた。アイヌ語を話し，明治 20 年頃までは自ら
の生業に関し一定の自由度を保っていた。大正から昭
和初期の頃，アイヌ民族の日本人化が加速する「旧土
人小学校」が全道に 25 校設置され，授業科目も和人
の学校よりも少ない分離差別教育が行なわれていた。
アイヌ語から日本語へと，その言語の変換が政策的に
推し進められた。急激な変化にアイヌ文化も打撃を受
け，アイデンティティーの揺らぎまでへと進んでき
た 25）。
4．先住民文化言語の再生
ILO169 号条約の採択と前後して，各国で植民地主
義と同化政策は否定されるようになり，先住民族の権
利保護とアイデンティティーの尊重，文化と言語の復
興の取り組みが広く行われるようになった。
1）グリーンランド
イヌイットの言語のグリーンランド方言であるカー
ラリサット語は，長期にわたって入植者の言語である
デンマーク語との競合に晒され，他の多くの先住民言
語と同じく消滅の危機に直面していた。しかし，今日
ではカーラリサット語は生活言語となり，グリーンラ
ンド人口 5 万 6700 人のうち 80％の人々によって話さ
れている。この言語が議会やメディア，学校，高等教
育機関においても使用され，デンマーク語とともに多
言語社会のグリーンランドにおいて繁栄した言語と
なっている 27）。
ア）保護占領と自治の発展
イヌイットの言語と文化の保護の道程は，グリーン
ランド自治政府の発展と軌を一にしている。1940
年，デンマーク本土がナチスドイツに占領されると，
アメリカはグリーンランドを保護下に置き，グリーン
ランドはデンマークから切り離された。この時期にイ
ヌイットは自ら自治行政の経験を重ねることにより，
民族としての独自性を強め，戦後，デンマークに返還
された後も対等な地位を求め，大きな影響力を持つよ
うになった 28）。
イ）1979 年自治法と 1980 年新学校法
1979 年に，グリーンランド自治法が制定され，イ
ヌイットの主導の下で準独立政府が創設された。同法
により言語と教育に関する政策も改められ，グリーン
ランド語が主要言語とされ，デンマーク語もともに教
えられることとなり，両言語が公用語とされた。
1980 年新学校法はその主要な目的をグリーンラン
ド語の地位強化においており，これを学校における教
育言語とするとともに，デンマーク語を第 1 外国語と
位置づけ第 4 学年から教えることとした。学校におけ
る教科の内容もイヌイット社会の必要性に広範に対応
したものに整理された。このような新学校法の目的
も，グリーンランド語を使える教師有無や教材の実情
などによって，達成が条件づけられていた。多くのデ
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ンマーク出身の教員は，グリーンランド語による授業
に大きな負担を感じていた。このため，1980 年代を
通じてイヌイット出身教員の増員とその訓練の質を改
善するために多くの努力がなされた 29）。
ウ）言語・教育政策と ILO169 号条約
グリーンランドの言語及び教育政策は ILO169 号条
約の諸規定に準拠している。ILO169 号条約は 26 条か
ら 29 条及び 30 条，31 条において，教育と公報に関
する定めをおいている。これらを踏まえてグリーンラ
ンドの言語・教育政策において，児童の平等な教育へ
のアクセス，自主的な教育計画の立案と実施，母語に
よる読み書きの指導，地域及び全国の社会に完全かつ
平等に参加するための一般的な知識と技能の習得，公
正な情報の提供，イヌイットの歴史，地域の知識，技
能，価値体系を考慮した教科書，イヌイットの母語の
保護と発展，などの施策が展開された。
2）ノルウエー
19 世紀を通じて北欧諸国では，サミ族を積極的に
同化する政策がとられ，サミ族の文化が抑圧された。
ノルウエーでは 1960 年代末まで学校におけるサミ族
の言語の使用が実質的に禁じられてきた 30）。
ア）1999 年教育法
1999 年のノルウエー教育法は，先住民サミの民族
言語による教育を受ける権利を強化した。同法によれ
ば，先住民居住地区にある小学校及び中学校のすべて
の児童生徒は民族言語によって学習し，教育を受ける
権利を持つ。居住地区外にあっても 10 人以上からな
る児童生徒の集団が望めば，その出自に関係なく，学
習と教育を受ける権利が認められる。この集団の人員
がその後，減少しても 6 名になるまでその権利が保持
される。先住民サミの生徒は高校においても民族言語
で学習する権利を持つ 31）。
イ）特別な教育課程
サミの先住民居住地区では，ノルウエーの法令に基
づいて特別の教育課程が施行されている。この教育課
程は，先住民の児童生徒がその独自の文化を護ること
の大切さを実感し，民族言語での学習を通じて自己認
識を高め，先住民社会の共同体に積極的に関わってい
くことを企図したものである。この教育課程を履修し
たものは，その先のすべての段階の教育を受けること
ができる。
サミの民族言語による教科書の編纂も，ノルウエー
政府の支援によって進められる。高等教育機関は先住
民の教員の養成訓練に責任を持つことになっている。
この特別な教育課程の実施にあたっては，これまでの
学校のあり方にも変更が求められており，教育内容の
特殊性に応えられる施設設備が適切に整えられている
ことが必要とされている 32）。
3）アルジェリア
アルジェリアでは，1995 年から初等教育に民族言
語を導入しており，多くの児童が自分たちの言語で教
育を受けている。この施策は，先住民児童の教育に積
極的な効果をもたらしており，創造性と科学的な思考
を開発していると言われている。その影響は，文芸や
工芸の面でも顕著であり，口頭で継承されてきた先住
民社会の伝統文化を維持し発展させる上でも優れた方
法であると評価されている。先住民言語の教育が広範
に行なわれることに伴い，先住民社会では教育の領域
で多くの仕事が生れ，そのことが人々の関心をさらに
高めることにもつながった。先住民社会の言語と文化
を専攻する高等教育機関も開設され，多くの若者が調
査研究に打ち込んでいる 33）。
4）アルゼンチン
アルゼンチンは連邦制度を採用しており，権力は中
央と地方の州政府の間で分割されており，連邦憲法の
他に各州も独自に憲法を制定している。アルゼンチン
政府は ILO169 号条約を 2000 年に採択しており，こ
れを受けてネケン州の先住民マプチェは，州憲法の改
正を求めた。ILO169 号条約及びアルゼンチン憲法が
定める先住民の集団的かつ個人的権利を，ネケン州憲
法の改正を通じて享受できるようにすることがその目
標であった。
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ア）ILO169 号条約と州憲法
州憲法の改正の過程では多くの活動が展開された。
先住民マプチェの指導者は，改正に向けた交渉のなか
で強い存在感を発揮し，憲法改正委員会のメンバーと
建設的な方法で交流を深め，理解と支援を取り付け
た。また，多方面へのロビー活動を展開し，広範な支
持を集めた。とくに ILO169 号条約が焦点をあててい
る先住民の権利を，具体的に実現していくリーダーの
養成と，その技量の向上について理解を訴えた。先住
民の指導者は，権利の中身を先住民社会の共同体のメ
ンバーに広く普及させるために，効果的な情報共有メ
カニズムを活用した。先住民はこうして得た知識をも
とに，パンフレットの配布，記者会見，署名簿を携え
た要請行動，デモ行進などを通じて，彼らの権利を要
求した 34）。
イ）2006 年のネケン州憲法改正
アルゼンチンでは先住民マプチェの広範な運動が実
り，2006 年にはネケン州憲法が改正された。改正州
憲法はマプチェを先住民として認め，その文化と民族
的な差異をともに認めている。さらに，先住民の父祖
の地に対する集団的な権利と，適切な土地の追加的な
配分も認めている。また自然的環境に関する諸問題を
議論する場に参加する権利が保障された。先住民の伝
統や文化の特殊性，民族言語の多様性と豊かさ，複数
言語による教育の実施も認められた。これらの先住民
の諸権利は，アルゼンチン憲法ではすでに認められて
いたが，連邦制度の下での分権化により，2006 年ま
でネケン州憲法では，これらの権利を規定していな
かった 35）。
ウ）先住民の権利擁護
ネケン州の事例は，国際労働法規である ILO169 号
条約の採択による国内法の効果的な施行を通じて，す
べての段階の教育が先住民に対して適切に提供される
可能性が高まる好事例として評価されている。しか
し，ネケン州の先住民社会において多文化，多言語教
育を具体的に推進して行くためには，なお多くの課題
が残されている。新しい教育制度の企画と実施にあ
たっては，先住民の効果的な参加が保障されなければ
ならない。アルゼンチンの一般的な教育や文化との適
切な均衡を図りながら，家族や共同体によって担われ
てきた先住民社会の伝統的な教授や学習の方法との統
合が求められる。先住民社会の共同体だけが豊かにな
るのではなく，国民全体が豊かになることを目指し
て，多文化，多言語教育の制度の概念を深めて行く必
要がある 36）。
5）アイヌの言語と文化の振興
アイヌ語は独自の言語であり，民族としてのアイデ
ンティティーの中核をなしている現状を踏まえ，速や
かに所要の施策を講じる必要から，具体的には，指導
者の育成，教材の開発，ラジオ講座の放送，弁論大会
の開催などが考えられてきた。また民族のアイデン
ティティーに関わる文化の再生，創造，伝承を図るた
めの施策も講じ，必要となる調査を充実強化し，文化
活動，伝承活動を支援し，失われた技能の復元，再生
を中心として，その保存が講じられて来た。それらの
展示発表の場を確保し，その充実を図り，ユーカラな
どの優れた文芸についても保存と技能の伝承を図って
来た。こうした施策の展開にあたっては，アイヌの
人々の自主性を尊重し，その意向を十分に反映させる
ことが必要とされている 37）。
アイヌ文化を総合的に伝承するために，伝統的な生
活の場（イオル）の再生をイメージした空間を公園等
として整備する構想が進められている。その整備管理
にあったっては地元の意向と取組みを重視し尊重する
こととしている。この空間には，自然と共生するアイ
ヌの人々の智恵を活かした体験や交流の場，その自然
観に根ざした伝統工芸の伝承の場等を整備するととも
に，その中で伝統工芸の材料の確保等が一定のルール
のもとに自由に行なえるように配慮することとしてい
る 38）。
5．非正規教育と就学前教育
ILO169 号条約とこの領域の国際法及び文書の趣旨
に沿った法的枠組みの設定が，非正規教育と就学前教
育の先駆的な事例の経験を統合し，健全な形で活用す
ることを可能にしている。
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1）非正規教育
ア）非正規教育と ORA の手法
カメルーンの都市ムバンにあるバッカ地区での非正
規教育の実践例からは，「教育方法を先住民社会の独
自性に対応して調整し適用する」ことの大切さを学ぶ
ことができる。ここでは児童が教育に参加する機会が
増え，調整された学習が先住民社会の古くからの文化
や慣習の保護に役立っている。また教育計画の立案と
教育内容の選択に関しても多くの先住民が関与してお
り，多言語による教育が強化され，差別的な慣習を減
らしていくことに役立っている 39）。
先住民教育の立案にあたって，その「生活類型に配
慮」した ORA（Observe Reflect Act）の手法が導入
されている。ORA の手法は，先住民の社会参加と協
議を基礎として，学習者を取り巻く諸環境を考慮する
ことにより，彼らが主要なアクターとなる革新的なア
プローチである 40）。
イ）基礎的非正規教育
カメルーン政府は「基礎的非正規教育」の概念的な
枠組みの下で，1995 年から ORA の手法を先住民教育
に適用している。基礎的非正規教育においては，先住
民社会の文化的特殊性に配慮した上で，先住民の言語
の尊重，共同体の結束の強化，差別や偏見の除去，民
族間対話の強化などの施策が進められている 41）。
教育内容に関しては，先住民社会の自然環境との相
互的な関わり合いが重視される。「基礎的非正規教育」
は，先住民の児童が持っている自然環境に関する知識
を踏まえて展開される。このことが教育の困難を克服
し，人格を高め意欲を強めることにつながる 42）。
2）就学前教育
ア）母親の役割
先住民社会における児童の教育と伝統的な価値の継
承にあたって，母親は主導的な役割を果たしてきた。
女性は，先住民社会の消えつつある技能や知識の所持
者であり，女性なしにはそれらを将来世代へ継承する
ことが困難である 43）。イヌイットの社会では伝統的
に教育は家族のなかで行なわれてきた。狩猟社会にお
いて母親は最も重要な教師であった。新しい世代の育
成を通じて，その持続可能性を追求する役割を担って
いた 44）。
イ）就学前教育の教員養成訓練プログラム
2005 年から，ペルーでは就学前教育の教員養成訓
練プログラムの開発が始まった。この養成訓練におけ
る対象者は，先住民社会の共同体から集まった母親た
ちである。ここでの養成訓練も出身の共同体をベース
にして行なわれる。訓練生は就学前の児童及びその母
親とともに活動し，伝統的な文化とジェンダーの知見
を活用して，先住民の言語と文化を回復し，先住民社
会に根を張った就学前教育を実践する能力を身につけ
る。就学前教育の教員養成訓練は，家族と共同体に
よってインフォーマルな方式で行なわれることが基本
とされている 45）。
ウ）サミの就学前教育
就学前教育において先住民サミの言語と文化に配慮
した特別な支援が制度化されている。就学前教育の現
場において，先住民サミの子どもたちが民族言語の能
力を高め，独自の文化に触れる機会を確保するための
追加的な予算が支出される。この特別な支援の権限は
2001 年 1 月，ノルウエー政府から先住民サミの議会
に委譲され，先住民社会の自己決定権が強化され
た 46）。
6．先住民族と学校教育
先住民の文化を尊重し独自の知識及び技能を保存，
継承し発展させるための鍵は，男女児童の要望に応え
その能力を高め，文化と地域の多様性に適った学校教
育の制度や教育課程を整備し開発することの中にあ
る 47）。
学校教育の制度や教育課程は一般に，国の多数者の
規範や要望に沿って構想され，先住民の価値や慣行が
顧みられることは少ない。しかし，学校制度や教育課
程の構想にあたっては，異なる文化の流れを受けとめ
る多様性が尊重されなければならない。
先住民が人口の少数にとどまる国々では，彼らに対
する教育は教育政策のなかであまり重視されないが，
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一方でこれを教育政策の主要な課題と位置づける国も
少なくない。先住民が自分たちの受けている疎外に対
応するため，独自に教育課程の開発に取り組んでいる
事例もあり，先住民に対する教育課程が国全体の教育
政策に組み込まれている国もある。
先住民に対する教育は先住民種族民出身の教員の養
成，採用，配置がその出発点になる。そのためには先
住民の児童が中等教育さらに高等教育へと進学できる
機会を作りだすことが前提となる。先住民児童とりわ
け女児の進学を促す奨学金を初めとした支援施策が採
られなければならない 48）。
1）ペルー先住民教員の養成
ア）多言語教員の養成訓練プログラム
ペルーのアマゾン地域先住民の児童を対象として，
その教育需要に応えるための多言語教員の養成訓練の
プログラム（FORMBIAP）が 1988 年から始まった。
このプログラムを通じて先住民の若い世代が，集団的
及び個人的権利の行使を学び，自治と自己決定の原理
に従って，その生活圏を維持し持続的な管理を可能に
することも目標とされている。このプログラムは先住
民の組織，ペルー政府教育省，ペルー森林開発少数民
族協会（AIDESEP）によって協同で運営されている。
このプログラムは，先住民のニードに沿った画期的
な提案を意欲的に企画，実行，指導できる先住民社会
の活動家を養成し，その能力を高め，アマゾン地域の
持続的発展のために多文化的な視点から，先住民の知
識，実践，価値観などの面での交流を促進することを
使命としている 49）。
イ）先住民教員の養成
先住民教員の養成には 5 年の期間を必要とする。通
常の教員養成所での訓練期間とともに，出身の先住民
社会の共同体が行なう訓練の期間も加算される。養成
所での訓練期間中，学生は文化間の相違を理解した多
言語教員として活動するために必要な理論と方法を身
につける。先住民社会の共同体で行なわれる訓練期間
においては，研究と参加型活動を通じて出身の先住民
社会に関する知識を整理して，再度修得し，深化させ
る。また，自身の生活と地域の教育実践を統合させ，
訓練期間を通じてその質を高めて行く。
ウ）教員養成所での訓練と共同体での養成
通常の教員養成所では，教員を志望するものの意欲
と態度を高め，社会，文化，環境，言語の面での人々
の現実に対応した教育実践を企画することができる能
力，現行の教育課程を実態に応じて弾力的に活用して
いく技量を身につけることが目標とされている。
先住民社会の共同体での養成訓練では，これまで身
についていなかった出身種族の伝統的な知識と技能を
再度修得し，それらを体系化するための調査と研究を
深めるとともに，当該先住民社会に対して提案されて
いる初等教育段階の教育課程や教材の妥当性を実践的
に精査することを通じて，先住民社会の共同体におけ
る教育実践を主体的に担う力量を高めることが目標と
されている。このような共同体での養成訓練により，
学生たちは先住民との交流を日頃から深め，先住民社
会のなかでの教育活動に貢献できる教師としての専門
性を身につけていく 50）。
2）グリーンランドの開発政策と先住民教育
第二次大戦後，デンマーク政府によって実施された
グリーンランドの開発政策は，イヌイットに対する教
育という面では欠陥を持っていた。1950 年代にグ
リーンランドの公学校の生徒数は 70％も増加し，
1960 年代には倍増している。しかし訓練を受けたイ
ヌイット出身の教師が少ないことから，デンマーク出
身の教師が採用され赴任してきた。彼らは 2 年程度の
勤務で帰任してしまう傾向があり，地域の教育に困難
を生じさせた。
ア）自治の拡大と都市化
1953 年，デンマーク政府は憲法を改正し，グリー
ンランドをデンマーク領海外部に昇格させ，イヌイッ
トにデンマーク市民と同じ法的地位を与えた。デン
マーク議会も 2 議席をグリーンランド代表に与えた。
デンマーク政府はイヌイットの教育や保健福祉の充実
とインフラの整備に力を入れるようになったが，この
政策はイヌイットの都市部への集住を促すことにな
り，彼らの生活を大きく変えることとなった。伝統的
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な狩猟採集による生活が難しくなり，生業を失う人々
の問題が残った 51）。
イ）中等・高等教育の導入
1980 年代の公学校における授業の漸次的な改革
は，グリーンランドにおける中等高等教育レベルの教
育・訓練の導入を実現する大きな力となった。デン
マーク語による 2 年間の成人教育のコースが先住民文
化に適応した形で導入され，その後に中等・高等教育
レベルの教育訓練機関がグリーンランド西海岸に設置
された。
ウ）1997 年の教育行政の分権化
1997 年に教育行政が分権化され，地方政府に学校
運営と教育目標を地域の実情に応じて決定する権限が
賦与された。一方，全体の行政の枠組みに対する責任
は中央政府に残された。2007 年現在でグリーンラン
ドには公学校が都市部に 24 校，非都市地域に 62 校が
あり，1 万 688 人の児童が在籍している。校長を含め
て 909 人の教師が在籍しており，教員の 4 分の 3，校
長の 8 割はグリーンランド語の話者である。一方，高
校は 3 校あり 850 人の生徒と 85 名の教員がいる。生
徒の殆どは多言語の話者であり，グリーンランド語を
母語としている。しかし高校教育はデンマーク語でデ
ンマークの教育課程に沿って行なわれる。少数の教室
でだけ狩猟や漁撈といった伝統的なグリーンランドの
科目がイヌイットの言語で教えられる。高校教育がデ
ンマーク語を主体として行なわれている理由は，生徒
がデンマークの高等教育の制度のなかで学業の継続を
可能にするための準備という位置づけの中にある 52）。
3）学校教育を通じたアイヌ民族理解
日本は平成 7 年 12 月に「あらゆる形態の人種差別
の撤廃に関する条約」（平成 7 年条約 26 号）を締結し
ており新施策の展開にあたっても，人権擁護に資する
活動への配慮が望まれており，文化を含め知識や教育
の普及充実を通じて理解の促進を図ることが重要であ
るとされている。そのためには，教員の養成研修から
学校教育の現場に至る流れのなかで，活用し得る教材
等の作成配布が望まれており，人権擁護機関の啓発活
動も一層の充実が期待されている 53）。
民族的アイデンティティーの涵養などを柱とした，
民族教育的側面の教育機会の充実は，アイヌ青少年の
健全な発育に欠かせない要素であり，アイヌ自身が自
民族の文化教育を可能とし，民族教育の実践ができる
体系的な施設，設備や人的体制を含めたシステム作り
が必要とされている。理解の促進について，公教育へ
のアイヌ文化，歴史の導入も大きな意味を持つとされ
ている 54）。
平成 21 年 4 月の第 7 回「アイヌ政策のあり方に関
する有識者懇談会」において，北海道知事である高橋
はるみ委員は，アイヌ民族についての国民理解の促進
に向けて，国民全体に対する学校教育を通したアイヌ
民族に対する理解の促進を行なう必要があり，そのた
めの教材の提供，学習指導要領の扱い，教職員研修の
充実などが求められるとする提言を行なっている 55）。
7．アイヌ新法制定と権利保護の実情
我が国の取り組みは，世界の一般的な状況とはかな
り様相を異にしている。我が国の先住民族において権
利や教育といった事柄に言及があるのは平成も 20 年
代に入ってからのことである。
1）北海道ウタリ福祉対策の成果と課題
戦後の経済発展により生活環境は激変し，生活，経
済，教育の面での格差が拡大した。昭和 36 年以降，
国の支援を受けて，北海道では生活環境の改善，住宅
の整備，教育の促進など福祉向上のための施策がとら
れたが十分な成果が上がらなかった。昭和 49 年から
は「北海道ウタリ生活実態調査」を踏まえ，総合的な
「北海道ウタリ福祉対策」が数次にわたって実施され
てきた。
北海道ウタリ福祉対策の第 1 次から 3 次対策までの
成果を，第 4 回ウタリ生活実態調査からみると，経済
状況，生活環境，教育などの状況に改善が見られる
が，居住地域においてなお格差が見られ，種々の差別
も解消されていない。第 4 次対策においても引き続き
教育や生活面での格差を是正し，社会的，経済的地位
の向上を図り，文化の継承と普及に関する施策の充実
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が進められたが，一般施策としての限界もあり十分な
ものとはなっていない 56）。
2）ウタリ対策のあり方に関する有識者懇談会
昭和 49 年以降，北海道ウタリ福祉対策が実施さ
れ，50 年代に入ってからはアイヌ民族に関する法律
制定等の意見が相次ぎ，昭和 63 年には北海道知事か
らもアイヌ新法制定の要望が出るなど，多くの意見が
出された。平成 5 年（1993 年）の「国際先住民年」
以来，国連においても先住民をめぐる議論が活発化し
てきた。こうした課題に対しては，歴史認識，先住
性，民族性というこれまでの行政にはない視点が求め
られていることもあり，具体的な政策対応や基本的理
念等において議論が必ずしも深まらなかった経緯があ
る。「ウタリ政策のあり方に関する有識者懇談会」（平
成 7 年）では多様な学問的研究の成果を取り入れ，議
論を重ね，この分野の施策の新たな基本理念と具体的
施策のあり方について総合的な検討を行なってい
る 57）。
ア）新施策の基本的な考え方
歴史的な経緯，とくに近代化と開拓の経緯に照らし
て，先住民の固有の事情に立脚した新たな展開が可能
となる施策が求められている。存立の危機にある言語
や文化の保存振興と先住民に対する理解の促進を通じ
て，民族的な誇りが尊重される社会を実現することが
基本的理念とされている。この基本理念にもとづくウ
タリ対策の新たな展開は，過去の賠償または補償とい
う観点から行なうものではなく，現状をふまえ少数者
の尊厳を尊重し，差別のない豊かで多様な文化を持っ
た活力のある社会を目指すものとしている。新施策は
言語や伝統文化の保存，振興と先住民に対する理解の
促進を主要なテーマとして実施される。保存振興を行
なうものの支援，研究の推進，理解の促進など幅広い
範囲が施策の対象となる。この場合，先住民としての
個人認定を要する施策の新規導入は慎重に考えるべき
であるとしている。また，民族的な誇りの尊重という
基本理念にもとづく新施策の展開にあたっては，ウタ
リではなくアイヌという呼称に統一することが適当で
あるとしている。以上を基本的な考え方とする新施策
の展開が，「先住権」の要望に具体的に応える道であ
るとしている 58）。
イ）新施策の概要
現状において，民族としての帰属意識は受け継がれ
ているものの，そのアイデンティティーの基盤となる
言語，伝統，文化等は歴史的経緯のなかで失われたも
のも多く，また民族としての歴史や伝統，そして現状
が一般に正しく理解されているとはいえないとしてい
る。新施策は，このような観点から，①アイヌに関す
る総合的かつ実践的な研究の推進，②アイヌ語をも含
む文化の振興，③伝統的な生活空間の再生，④理解の
促進，を柱として展開されるべきであるとしてい
る 59）。
総合的かつ実践的な研究の推進のための研究拠点と
して北海道に研究センターを設け，共同研究の推進，
研究者の育成，資料の収集，保存等を行なうとしてい
る。またアイヌの人々の中から研究者が育って行くよ
う配慮しつつ若手研究者への支援を行ない，加えて高
等教育機関の理解を得つつ，アイヌに関する教育機会
の充実を図るとしている 60）。
ウ）新施策の有機的連携の確保と実施
これらの諸施策は三位一体として具体化され，有機
的連携を確保するものとし，このため新施策を総合的
に実施，推進する組織として「アイヌ文化振興・研究
推進機構」（仮称）を設け，研究推進センターや文化
振興基金もこの機構の中に設けることとしている。そ
の自主性が尊重される運営のあり方も検討される 61）。
新施策の実施にあたってはアイヌの人々の理解が得
られ，それが国民的コンセンサスにまで高まって行く
ことが重要であり，政府が一体となって対応し具体的
な施策の早期の確立を図るとともに，可能な限り新た
な立法措置を持って実施を図ることが望まれるとして
いる。伝統文化の保存振興とアイヌの人々に対する理
解の促進の拠点としての北海道の役割は重要であると
され，北海道及び市町村にあっては関連施策の一層の
充実が期待されている 62）。
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3）アイヌ新法の制定
『アイヌ文化の振興並びにアイヌの伝統等に関する
知識の普及及び啓発に関する法律』（平成 9 年法律 52
号）～アイヌ新法
平成 8 年 4 月の「ウタリ政策のあり方に関する有識
者懇談会報告書」を受けて平成 9 年 5 月に「アイヌ文
化の振興並びにアイヌの伝統等に関する知識の普及及
び啓発に関する法律」（平成 9 年法律 52 号）通称アイ
ヌ新法が成立した。「北海道旧土人保護法」及び「旭
川市旧土人保護地処分法」は新法の附則 2 条一及び二
により廃止された。同法は以下のように構成されてい
る。
第 1 条（目的）では，アイヌの伝統等が置かれてい
る状況にかんがみ，アイヌ文化の振興等を図るための
施策を推進することにより，アイヌの人々の誇りが尊
重される社会の実現を図り，併せて多様な文化の発展
に寄与することこを法律の目的としている。
第 2 条（定義）では，アイヌ語並びにアイヌにおい
て継承されてきた音楽，舞踏，工芸その他の文化的な
所産，及びこれから発展してきた文化的所産をこの法
律における「アイヌ文化」と定義している。
第 3 条（国及び地方公共団体の責務）では，国の責
務として，アイヌ文化を継承する者の育成，アイヌの
伝統等に関する広報活動の充実，アイヌ文化の振興等
に資する調査研究の推進，その他アイヌ文化の振興等
を図るための施策の推進などが定められている。同条
2 では地方公共団体の責務として，当該区域の社会的
条件に応じ，アイヌ文化の振興等を図るための施策の
実施をあげている。
第 4 条（施策における配慮）では，アイヌ文化の振
興等を図るための施策を実施するにあたって，国及び
地方公共団に対し，アイヌの人々の自発的意思及び民
族としての誇りを尊重するよう配慮を求めている。
第 5 条（基本方針）では，アイヌ文化振興等を図る
ための施策に関する基本方針は，国土交通大臣及び文
部科学大臣が定めなければならないとしている。同条
2 項では，基本方針において定めるべき事項をあげて
おり，3 項では基本方針の制定変更にあたっては関係
行政機関の長に協議するとともに関係都道府県の意見
を聴かなければならないとしている。
第 6 条（基本計画）では，関係都道府県が基本方針
に即して関係都道府県におけるアイヌ文化振興等を図
るための施策に関する基本計画を定めるものとしてい
る。同条 2 項では基本計画において定めるべき事項を
あげている。
第 7 条（指定等）から第 13 条（罰則）までは，ア
イヌ文化振興等を目的とするアイヌ文化研究振興機構
（指定法人）の指定，業務，その他管理等に関する事
項が定められている。
4）平成18年度北海道アイヌ生活実態調査
平成 18 年度に北海道はアイヌ生活実態調査を実施
した。同調査の対象となった「アイヌの人たち」と
は，「地域社会でアイヌの血を受け継いでいると思わ
れる方，また，婚姻・養子縁組等によりそれらの方と
同一の生計を営んでいる方」としている。アイヌの血
を受け継いでいると思われる方であっても，アイヌで
あることを本人が否定している場合には，調査対象と
していない。そのようなことを前提に平成 18 年段階
で道内には 2 万 3782 人が生活している。
同調査の結果からは，生活保護率は改善が見られる
が，居住する市町村における平均的な状況と比較する
と 1.6 倍の開きが見られる。年間所得では 100 万円未
満の世帯が増えてきている。生活面では長期的なトレ
ンドのなかで改善傾向にあると見られるがアイヌの
人々を取り巻く生活環境は依然として大変に厳しい。
高校への進学率は昭和 47 年の 41.6％から平成 18 年
には 93.5％にまで高まってきており大きく改善してい
るが，居住する市町村における平均との比較において
格差がある。全国との比較においては，さらに格差が
あり厳しい状況にある。大学においても厳しい状況が
ある。教育面での格差は依然として解消されていな
い。
アイヌの人々に対する聞き取り調査では，平成 18
年度段階でアイヌに対する施策を必要とする回答が
57.6％あり，具体的な対策では子弟の教育の充実が
78.6％と最も高くなっている。最近差別を受けたこと
があるとする回答が 2.1％あり，減少の方向にはなっ
てきているが，他人が差別を受けたことを知っている
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という回答も 1.1％ある。
5）	アイヌを先住民族とすることを求める国会決議と
官房長官談話
ア）参議院『アイヌを先住民族とすることを求める決
議』（平成 20 年 6 月 6 日）
アイヌを先住民族とするを求める決議案が西岡武夫
議員他 6 名の発議により参議院本会議において平成
20 年 6 月 6 日に全会一致で可決された。平成 19 年 9
月，国連において広範な分野にわたって先住民族及び
その個人の権利について規定しパートナーシップの重
要性を強調する「先住民族の権利に関する国際連合宣
言」が採択された。このことを受け，同決議は，政府
が早急に講ずるべき施策として，アイヌの人々を「独
自の言語，宗教や文化の独自性を有する先住民族とし
て認めること」及び「高いレベルの有識者の意見を聴
きながら，これまでのアイヌ政策をさらに推進し，総
合的な施策の確立に取り組むこと」を求めている。
我国が近代化する過程において，多数のアイヌの
人々が，法的には等しく国民でありながらも差別さ
れ，貧窮を余儀なくされたという歴史的事実を，厳粛
に受けとめなければならないとして，すべての先住民
族が，名誉と尊厳を保持し，その文化と誇りを次世代
に継承していくことは，国際社会の潮流であり，ま
た，こうした国際的な価値観を共有することは，我が
国が 21 世紀の国際社会をリードしていくためにも不
可欠であるとしている。特に，平成 20 年 7 月に，環
境サミットともいわれる G8 サミットが，自然との共
生を根幹とするアイヌ民族先住の地，北海道で開催さ
れることは，誠に意義深いとしている。
イ）『「アイヌを先住民族とすることを求める決議」に
関する内閣官房長官談話』（平成 20 年 6 月 6 日）
国会の『アイヌを先住民族とすることを求める決
議』をうけて同日，内閣は官房長官談を発表した。ア
イヌの人々に関しては，これまでも平成 8 年の「ウタ
リ対策のあり方に関する有識者懇談会」報告書等を踏
まえ文化振興等に関する施策を推進してきた。また政
府としても，アイヌの人々が日本列島北部周辺，とり
わけ北海道に先住し独自の言語，宗教や文化の独自性
を有する先住民族であるとの認識の下に，これまでの
アイヌ政策をさらに推進し，総合的な施策の確立に取
り組むとし，このため，官邸に「有識者懇談会」を設
置し，我が国の実情を踏まえながら検討を進めるとし
ている。アイヌの人々が民族としての名誉と尊厳を保
持し，これを次世代へ継承していくことは，多様な価
値観が共生し，活力ある社会を形成する「共生社会」
を実現することに資するとの確信のもと，アイヌ政策
の推進に取り組むとしている。
6）アイヌ政策のあり方に関する有識者懇談会
平成 20 年 8 月，内閣官房長官の要請を受けて，「ア
イヌ政策のあり方に関する有識者懇談会」が設置さ
れ，アイヌ政策の新たな理念及び具体的政策のあり方
について総合的な検討が行なわれた。アイヌの人たち
と道民一般との間には生活面，教育面でいろいろな格
差が認められる実態を踏まえて，国が主体となった生
活の向上，教育の充実支援について一層の施策が求め
られるとしている 63）。道が単独で実施している事業
のなかに，教育の充実を図るための高等学校通学に対
する補助，あるいは各種学校等への進学を奨励する補
助が実施されている。
差別の一番の原因は貧困であり，人種差別に加え，
貧困がさらに差別を生む，その繰り返しである。差別
の実態は依然として存在し，厳然としてある差別の実
態に対処するためにも，民族の伝統や文化について正
しく理解するための機会の確保，相互理解を深める取
組みをさらに充実していくことが重要であるとしてい
る。平成 9 年に制定されたアイヌ新法は，文化振興の
みの法制化であり，さまざまな権利的部分，あるいは
生活，教育の充実などの部分が積み残しになっている
という現状がある 64）。
結び
先住民・種族民の権利保護において教育は大きな役
割を果たす。言語・文化といった先住民族のアイデン
ティティーを構成し，彼らの権利保護の土台となる部
分に対して教育は大きな貢献を期待することができ
る。
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しかし植民の歴史を通じて，教育とくに初等教育を
通じた学校教育が，先住民族の言語と文化を否定し，
その衰退を促進してきたことも事実である。植民地政
策における同化主義は第二次大戦後まで猛威を振るっ
た。
ILO169 号条約の採択と前後して，各国で植民地主
義と同化政策は否定されるようになり，先住民族の権
利保護とアイデンティティーの尊重，文化と言語の復
興の取組みが広く行なわれるようになった。このよう
な流れのなかで，教育は先住民族の最も配慮すべき事
項，権利のうち言語と文化の二つまでも担うことので
きる優れた手段として重要視されることになった。
本稿では，先住民族の教育において ILO169 号条約
が果たしている機能を，各国の具体的な施策を推進す
るための法制度の分析を踏まえて検討している。同化
政策に対する反省は，非正規の教育を通じた先住民族
の文化と言語の回復，権利保護の実践として積み重ね
られてきた。ILO169 号条約と関連する国際法規，国
際文書は，各国の先住民族に対する権利保護施策を担
う法制度の大きな拠所となっている。
一方で，我が国の取組みは本稿の 7．で詳述してあ
る通り，世界の一般的な状況とは，かなり異なった様
相を呈している。我が国の先住民族に対する施策にお
いて教育や権利といった事柄に言及があるのは，平成
も 20 年代に入ってからのことである。教育は一般国
民の先住民族に対する理解を促進する手段という位置
づけにとどまっており，積極的に先住民族の権利保護
を実現する機能を果たすまでには至っていない。
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